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議会活動 

平成１７年度　各会計補正予算 

平
成
１８
年
第
１
回
臨
時
会 

　
一
般
会
計
補
正
予
算
は
、
既

定
の
歳
入
歳
出
予
算
総
額
に
１

億
４
，３
７
０
万
１
千
円
を
追
加

し
、
総
額
１
４
６
億
９
，２
５
４

万
１
千
円
と
し
ま
し
た
。 

　
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
補

正
予
算
は
、
２
４
０
万
４
千
円

を
追
加
し
、
総
額
３
７
億
４
，９

５
９
万
６
千
円
と
し
ま
し
た
。

下
水
道
事
業
特
別
会
計
補
正
予

算
は
、
６
，０
３
０
万
円
を
追
加

し
、
総
額
１
７
億
８
，８
８
５
万

６
千
円
と
し
ま
し
た
。 

《
補
正
の
主
な
も
の
》 

　
人
事
院
勧
告
に
基
づ
く
給
与

条
例
の
改
正
に
よ
る
職
員
の
共

済
組
合
負
担
金
１
，９
７
０
万
円
、

退
職
手
当
特
別
負
担
金
５
，０
７

１
万
２
千
円
、
施
設
案
内
板
整

備
事
業
（
サ
イ
ン
整
備
事
業
）

に
４
，８
０
０
万
円
、
老
人
福
祉

費
で
社
会
福
祉
施
設
整
備
費
補

助
金
に
２
，２
０
０
万
円
、
児
童

措
置
費
で
国
庫
負
担
金
等
超
過

交
付
金
返
還
金
２
１
８
万
１
千
円
、

第
３
児
童
館
建
設
工
事
請
負
費

に
４
０
９
万
２
千
円
、
農
林
水

産
業
費
の
柏
崎
地
区
等
農
道
整

備
工
事
請
負
費
に
１
，２
１
０
万

円
、
土
木
費
の
下
水
道
事
業
特

別
会
計
繰
出
金
に
４
，１
３
０
万

円
、
消
防
費
の
県
単
急
傾
斜
事

業
負
担
金
に
１
５
０
万
円
、
教

育
費
の
私
立
幼
稚
園
就
園
奨
励

費
補
助
金
に
５
８
９
万
７
千
円
、

小
学
校
教
育
振
興
備
品
購
入
に

５
１
３
万
２
千
円
、
中
学
校
教

育
振
興
備
品
購
入
費
に
２
４
２

万
３
千
円
が
追
加
計
上
さ
れ
ま

し
た
。
ま
た
、
議
会
費
で
議
員
・

委
員
特
別
旅
費
２
７
８
万
円
、
総

務
費
で
世
界
湖
沼
会
議
参
加
負
担

金
１
５
２
万
円
、
老
人
医
療
費
で

レ
セ
プ
ト
電
算
処
理
委
託
費
等
１

３
０
万
円
、
扶
助
費
で
生
活
扶
助

費
等
５
，７
９
２
万
８
千
円
、
消

防
費
で
地
域
防
災
計
画
作
成
業
務

委
託
３
３
２
万
５
千
円
が
減
額
補

正
さ
れ
ま
し
た
。
歳
入
で
は
、
国

庫
支
出
金
・
県
支
出
金
・
繰
越
金

を
追
加
補
正
し
ま
し
た
。 

　
平
成
17
年
第
３
回
定
例
会
が
12
月
８
日
か
ら
20
日
ま
で
の
13
日
間
の
会
期
で
開
か
れ
、
専
決
処

分
事
項
の
報
告
と
し
て
、
か
す
み
が
う
ら
市
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
等
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
な
ど
承
認
３
件
、
か
す
み
が
う
ら
市
長
期
継
続
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
が
で
き
る
契
約
を
定

め
る
条
例
の
制
定
に
つ
い
て
な
ど
14
件
、
市
道
路
線
認
定
１
件
の
計
18
件
の
議
案
が
慎
重
に
審
議

さ
れ
、
原
案
の
と
お
り
可
決
さ
れ
ま
し
た
。
ま
た
、
請
願
５
件
と
議
員
提
案
に
よ
る
意
見
書
案
６

件
の
計
11
件
を
審
議
し
ま
し
た
。 

　
こ
の
他
、
一
般
質
問
で
は
５
名
の
議
員
が
、
福
祉
、
防
災
、
土
木
、
教
育
行
政
等
市
政
全
般
に

つ
い
て
２
日
間
に
わ
た
り
質
問
し
ま
し
た
。 

各
種
条
例
等

各
種
条
例
等
１８
議
案
可
決

議
案
可
決 
各
種
条
例
等

各
種
条
例
等
１８
議
案
可
決

議
案
可
決 
各
種
条
例
等
１８
議
案
可
決 

 

平
成
１７
年
第
３
回
定
例
会 

会計名 増　減 総　額 

一般会計 
 
国民健康保険 
特別会計 
 
下水道事業 
特別会計 
 

１億４，３７０万１千円増 

２４０万４千円増 

６，０３０万円増 

 

１４６億９，２５４万１千円 

３７億４，９５９万６千円 

１７億８，８８５万６千円 

平
成
１８
年
第
１
回 

臨
時
会
開
催 

　
平
成
18
年
第
１
回
臨
時
会
が
１

月
30
日
に
１
日
間
の
会
期
で
開
か

れ
、
専
決
処
分
事
項
の
報
告
と
し

て
承
認
１
件
、
か
す
み
が
う
ら
市

消
防
本
部
及
び
消
防
署
設
置
条
例

の
制
定
に
つ
い
て
な
ど
17
件
の
計

18
件
の
議
案
が
慎
重
に
審
議
さ
れ
、

原
案
の
と
お
り
可
決
さ
れ
ま
し
た
。 

　
ま
た
、
議
員
提
出
議
案
と
し
て
、

か
す
み
が
う
ら
市
議
会
委
員
会
条

例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
が
提

出
さ
れ
原
案
の
と
お
り
可
決
さ
れ

ま
し
た
。 

　
《
主
な
審
議
内
容
》 

　
新
治
郡
新
治
村
と
土
浦
市
の
合

併
に
よ
り
、平
成
１８
年
２
月
１９
日
を

も
っ
て
、新
治
地
方
広
域
事
務
組
合

に
お
け
る
消
防
に
関
す
る
事
務
の
共

同
処
理
の
取
り
扱
い
が
廃
止
と
な
る

た
め
、消
防
組
織
法
第
１１
条
第
１
項

の
規
定
に
基
づ
き
、か
す
み
が
う
ら
市

消
防
本
部
を
設
置
し
、か
す
み
が
う

ら
市
消
防
本
部
西
消
防
署（
現
千

代
田
消
防
署
）か
す
み
が
う
ら
市
消

防
本
部
東
消
防
署（
現
霞
ヶ
浦
消
防

署
）に
名
称
を
変
更
す
る
も
の
で
す
。

ま
た
、新
治
地
方
広
域
事
務
組
合
に

お
け
る
介
護
保
険
に
関
す
る
事
務

の
共
同
処
理
の
取
り
扱
い
が
廃
止
と

な
り
、介
護
保
険
法
に
基
づ
き
条
例

を
制
定
し
、市
独
自
で
実
施
す
る
た

め
の
関
係
議
案
が
審
議
さ
れ
可
決

さ
れ
ま
し
た
。 

一般会計補正予算に 
施設案内板整備事業や 
農道整備工事請負費など 

１億４，３７０万１千円追加 １億４，３７０万１千円追加 １億４，３７０万１千円追加 

〈
議
会
審
議
の
状
況
は
１０
〜
１１
ペ
ー
ジ
に
掲
載
〉 



（3） 

議会活動 

平
成
１７
年
第
３
回
定
例
会
の
議
案
の
あ
ら
ま
し 

議会でこんなことが決まりました 

請願・陳情・意見書の審議の流れ 

請 願  
第 ４ 号  

「個人所得課税における給与所
得控除の縮小等，勤労世帯への
増税に安易に頼った財政施策を
用いないことを求める」請願 

２００６年以降、所得税及び住民税の「定
率減税」が縮小される予定になってお
り，個人所得税における各種控除の安
易な縮小を行わないことを求める。 

定率減税が縮小・廃止になれば，所得税，
住民税の納税者は皆増税となり経済
に悪影響を与えるため、定率減税廃止
の検討を中止することを求める。 

現在の年金制度が抱える問題点や，介護・
障害者サービスの決定，医療制度の改
革など社会保障全体の抜本的改革を
行うよう求める。 

かすみがうら市の発展を促し，利便性
の高い住環境を提供し，さらに，諸事業
の展開と生活基盤を支える安全な道
路網の整備を求める。 

地方交付税の所要総額の確保，生活保護費の国庫補
助負担率引き下げ阻止，３兆円規模の確実な税源移譲，
義務教育費国庫負担金の堅持など，「三位一体の改革」
を真の地方分権改革を早期に実現するよう求める。 

政府は，地方における公務員賃金を一
方的に引下げようとしているが，こうし
た施策は、地域格差を一層拡大するも
ので，公務員の労働基本権確立を求める。 

「定率減税の廃止・縮小を中
止することを求める」請願 

「社会保障制度の抜本改革を
求める」請願 

「公務員の労働基本権確立を
求める」請願 

真の「地方分権改革の早期実
現」に関する意見書（案） 

道路整備の推進を求める請願 

請 願  
第 ５ 号  

請 願  
第 ６ 号  

請 願  
第 ７ 号  

請 願  
第 ８ 号  

意 見 書  
第 ４ 号  

請願・意見書名 内　　　　容 付託・可否 意見書提出先 

総務委員会 
１２月８日付託 
１２月２０日採択 
意見書可決 

衆参議院議長 
内閣総理大臣 
他関係大臣 

衆参議院議長 
内閣総理大臣 
他関係大臣 

衆参議院議長 
内閣総理大臣 
他関係大臣 

衆参議院議長 
内閣総理大臣 
他関係大臣 

衆参議院議長 
内閣総理大臣 
他関係大臣 

内閣総理大臣 
 

総務委員会 
１２月８日付託 
１２月２０日採択 
意見書可決 

総務委員会 
１２月８日付託 
１２月２０日採択 
意見書可決 

建設委員会 
１２月８日付託 
１２月２０日採択 
意見書可決 

本会議 
１２月２０日可決 

文教厚生委員会 
１２月８日付託 
１２月２０日採択 
意見書可決 

請願・陳情 
提　出 

委員会 
採択・不採択・ 
継続審議 

意見書（案） 
可決・否決 

本会議 
委員会へ付託 

本会議 
採択・不採択 

意見書 
内閣総理大臣等へ 

提出 

請願者へ 
結果報告 

議長受理 

可決 

提
出 

付託省略 委員長報告 

神立駅 

土浦市 かすみがうら市 


